
◎貸金業の規制等に関する法律等の一部を改正する法律 
（平成一八年一二月二〇日法律第一一五号）   

一、提案理由（平成一八年一一月一四日・衆議院財務金融委員会） 

○山本国務大臣 ただいま議題となりました貸金業の規制等に関する法律等の一部を改

正する法律案につきまして、提案の理由及びその内容を御説明申し上げます。 

 現在、多重債務問題が大きな社会問題となっている状況を踏まえ、貸金業の適正化、

過剰貸し付けに係る規制及び出資法の上限金利の引き下げ等の措置を講ずるため、本法

律案を提出した次第であります。 

 以下、この法律案の内容につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、貸金業の適正化を図るため、財産的基礎要件として最低純資産額を五千万円

に引き上げること等、参入要件を厳格化するとともに、貸金業協会を内閣総理大臣が認

可する制度を設け、その自主規制機能を強化し、広告の適正化や過剰貸し付けの防止等

について自主規制規則を制定させ、当局が認可する枠組みを導入すること等としており

ます。また、借り手保護の観点から、貸金業者に対する取り立て規制の強化等の措置を

講ずるとともに、新たに業務改善命令を導入すること等、所要の措置を講ずることとし

ております。 

 第二に、借り手の返済能力を超えた貸し付けが行われないよう、内閣総理大臣が信用

情報機関を指定する制度を創設するとともに、貸金業者が個人向けに貸し付けを行う場

合に指定信用情報機関の信用情報を利用して返済能力の調査をすることを義務づけ、年

収の三分の一を超える貸し付けを原則禁止すること等、所要の措置を講ずることとして

おります。 

 第三に、借り手の金利負担の軽減を図るため、貸金業者に適用されてきたいわゆるみ

なし弁済制度を廃止し、業として行う貸し付けにつき出資法の上限金利を年二九・二％

から年二〇％に引き下げること等、所要の措置を講ずることとしております。 

 第四に、やみ金融に対する罰則を強化するため、年一〇九・五％を上回る超高金利の

貸し付けに対する罰則を新設するとともに、無登録営業に対する罰則を懲役五年以下か

ら十年以下へ引き上げること等、所要の措置を講ずることとしております。 

 第五に、政府は、関係省庁相互間の連携を強化することにより、カウンセリング体制

の整備、やみ金融の取り締まりの強化、この法律による改正後の規定の施行状況の検証

等、多重債務問題の解決に資する施策を総合的かつ効果的に推進するよう努めなければ

ならないこととしております。 

 なお、貸金業制度のあり方や出資法及び利息制限法に基づく金利の規制のあり方につ

いて、この法律の施行後二年六月以内に、過剰貸し付けに係る規定等や出資法及び利息

制限法の規定を円滑に実施するために講ずべき施策の必要性の有無について検討を加え、

その検討の結果に応じて所要の見直しを行うこととしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容であります。 



 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同いただきますよう心からお願い申し上げます。 

 以上でございます。 

二、衆議院財務金融委員長報告（平成一八年一一月三〇日）   

○伊藤達也君 ただいま議題となりました法律案につきまして、財務金融委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、多重債務問題の解決の重要性及び貸金業が我が国の経済社会において果たす

役割にかんがみ、貸金業の登録要件の強化、貸金業協会及び貸金業務取扱主任者に係る

制度の拡充並びに指定信用情報機関制度の創設を行うとともに、貸金業者による過剰貸

し付けに係る規制の強化を行うほか、みなし弁済制度の廃止、業として金銭の貸し付け

を行う者が貸し付けを行う場合の上限金利の引き下げ、業として行う著しい高金利の貸

し付けに対する罰則の創設、利息とみなされるものの範囲に係る規定の整備等の措置を

講ずるものであります。 

 本案は、去る十一月七日当委員会に付託され、十四日山本国務大臣から提案理由の説

明を聴取した後、十五日より質疑に入り、十七日及び二十一日には参考人の意見を聴取

するなど、慎重かつ熱心な審査が行われました。 

 二十二日には、本案に対し、古本伸一郎君外三名から、民主党・無所属クラブ及び日

本共産党の共同提案に係る修正案が提出され、趣旨の説明を聴取した後、本案及び修正

案について質疑を行い、昨二十九日質疑を終局いたしました。次いで、討論を行い、採

決いたしましたところ、修正案は賛成尐数をもって否決され、本案は全会一致をもって

原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年一一月二九日） 

 政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 上限金利引下げを始めとする改正法の可及的速やかな施行に努めるとともに、カウ

ンセリング体制やセーフティネット貸付の充実、ヤミ金融への取締強化、登録業者への

監督強化、金融経済教育の充実など、多重債務問題の解決に向けた対策に政府を挙げて

取り組むため、内閣官房に多重債務者対策本部を早期に設置し、関係省庁が連携して、

官民一体となった取り組みを推進すること。 

一 各地方自治体に対し、多重債務者に対する相談窓口を設置して適切な助言を行い、

カウンセリング機関とのネットワークを構築して、必要な紹介を行うなど、多重債務を

抱える住民に対する支援体制を整備するよう、要請を行うこと。また、事前予防型カウ

ンセリングと債務整理型事後カウンセリングを共に強化し、資金需要者が適切なタイミ

ングでカウンセリングを速やかに受けられるよう体制の充実と周知を図ること。そのた

め、日本司法支援センター（法テラス）、財団法人日本クレジットカウンセリング協会

等について、弁護士会等に必要な協力を要請しつつ、体制及び相互連携の強化を図るこ



と。 

一 無登録・高金利等のヤミ金融被害が増えることのないよう、違法業者の摘発のため

の体制を整備・拡充し、関係法令に基づく徹底した取締りを行うこと。また、違法業者

に関する情報を広く一般から効果的に収集するための手法や、貸金業者・貸金業協会が

行政当局に協力する仕組みの導入に努めること。さらに将来的には、法令違反によって

得た利益を剥奪できる制度等について検討を進めること。 

一 登録業者の監督についても、より効果的に行うための方策を検討しつつ強化を図る

こと。また、貸金業者の海外進出状況や進出先での活動状況については、海外の関係当

局とも情報交換しつつ、その実態把握に努めること。 

一 若年者による健全な実需に基づかない不要不急の借入れなど、無人契約機の安易な

利用が多重債務問題の一因となっているとの指摘も踏まえ、十分な実態調査の上、安易

な借入れを抑制する仕組みを検討すること。また、郊外における遊技施設等に隣接し、

各社が集積させている設置方法などについて、貸金業協会による適切な自主規制が行わ

れるよう配慮すること。 

一 安易な借入れを抑制するため、テレビ・コマーシャルの放映時間帯、放映回数、及

び誇大な看板など広告の方法や内容、頻度について、貸金業協会による適切な自主規制

が行われるよう配慮すること。 

一 成人後の多重債務化を極力抑制するため、金融経済教育をカリキュラムに組み込む

など、学校段階から家計管理や債務管理についての啓発活動を実施すること。その際、

教材等の適切さについては、十分な注意を払うこと。 

一 資金需要者に対する公的支援制度等のセーフティネットの拡充・強化については、

貸し渋り等による影響を緩和し、ヤミ金融への流出を防止する観点から、地方自治体や

関係団体とも協力しつつ、特段の努力を払うこと。 

一 総量規制など、今回導入する新たな規制の実効性を確保するため、資金需要者の所

得確認、借入状況確認、本人確認等の適切な与信審査が行われるよう、指導監督を徹底

すること。 

一 市民活動を支える新たな金融システムを構築する観点から、法施行後二年六月以内

に行われる見直しに当たり、非営利で低利の貸付けを行う法人の参入と存続が可能とな

るよう、法律本則に明記することなど、必要な見直しを行う。 

一 今回の改正後の多重債務問題の状況も見極めつつ、全ての消費者信用の利用者の保

護を徹底するため、貸金業者以外の信販や銀行等も含めた消費者信用全体の体制のあり

方等について、検討を進めること。 

三、参議院財政金融委員長報告（平成一八年一二月一三日）   

○家西悟君 ただいま議題となりました法律案につきまして、委員会における審査の経

過及び結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、多重債務問題の解決の重要性及び貸金業が我が国の経済社会において果



たす役割にかんがみ、貸金業の登録要件の強化や、貸金業協会の認可法人化等による貸

金業の適正化、指定信用情報機関制度の創設等による過剰貸付けに係る規制、出資法の

上限金利の引下げ等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、参考人を招致してその意見を聴取するとともに、上限金利引

下げの効果、過剰貸付け規制の実効性の確保、カウンセリング体制の充実の必要性、貸

金業者等に対する監督の強化、信用情報機関等における個人信用情報の保護の徹底、Ｎ

ＰＯバンクへの例外措置の必要性等について熱心な質疑が行われました。さらに、埼玉

県に委員を派遣して地方公聴会を開催いたしましたが、その詳細は会議録に譲ります。 

 質疑を終了し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し十七項目から成る附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年一二月一二日） 

 政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 上限金利引下げを始めとする改正法の可及的速やかな施行に努めるとともに、カウ

ンセリング体制やセーフティネット貸付の充実、ヤミ金融への取締強化、登録業者への

監督強化、金融経済教育の充実など、多重債務問題の解決に向けた対策に政府を挙げて

取り組むため、内閣官房に多重債務者対策本部を早期に設置し、関係省庁が連携して、

官民一体となった取組を推進すること。 

一 多重債務者に対する相談窓口を設置して適切な助言を行い、また、カウンセリング

機関とのネットワークを構築して、必要な紹介を行うなど、多重債務を抱える住民に対

する支援体制を整備するよう、各地方自治体に対し、要請を行うこと。また、事前予防

型カウンセリングと債務整理型事後カウンセリングを共に強化し、資金需要者が適切な

タイミングでカウンセリングを速やかに受けられるよう体制の充実と周知を図ること。

そのため、日本司法支援センター（法テラス）、財団法人日本クレジットカウンセリン

グ協会等について、弁護士会・司法書士会に必要な協力を要請しつつ、体制及び相互連

携の強化を図ること。 

一 利息制限法の上限金利を超える金利に関する過払い金の返還が多重債務問題の解決

に果たす役割にかんがみ、過払い金の返還が適切に債務者に行われるようにし、また、

過払い金の支払総額を適切に債務者に通知するなどして、債務者の生活再建に資するよ

う、取組を進めること。 

一 利息制限法を超過した金銭の貸付けにおける、担保としての手形・小切手の取得に

関する実態把握に努め、適切な対応策を検討すること。 

一 無登録・高金利等のヤミ金融被害が増えることのないよう、違法業者の摘発のため

の体制を整備・拡充し、関係法令に基づく徹底した取締りを行うこと。また、違法業者

に関する情報を広く一般から効果的に収集するための手法や、貸金業者・貸金業協会が



行政当局に協力する仕組みの導入に努めること。さらに将来的には、法令違反によって

得た利益を剥奪できる制度等について検討を進めること。 

一 登録業者の監督について、より効果的に行うための方策を検討しつつ強化を図るこ

と。また、貸金業者の海外進出状況や進出先での活動状況については、海外の関係当局

とも情報交換しつつ、その実態把握に努めること。さらに、日賦貸金業者の特例金利が

廃止されるまでの間、制度の潜脱を防ぐために、監督上特段の注意を払うこと。 

一 若年者による健全な実需に基づかない不要不急の借入れなど、無人契約機の安易な

利用が多重債務問題の一因となっているとの指摘も踏まえ、十分な実態調査の上、安易

な借入れを抑制する仕組みを検討すること。また、郊外における遊技施設等に隣接し、

各社が集積させている設置方法などについて、貸金業協会による適切な自主規制が行わ

れるよう配慮すること。 

一 指定信用情報機関への情報提供やその信用情報の管理・利用に際しては、個人情報

保護法の遵守等により、債務者のプライバシー保護に欠けることのないよう努めること。 

一 安易な借入れを抑制するため、テレビ・コマーシャルの放映時間帯や放映回数、誇

大な看板など広告の方法・内容や頻度について、貸金業協会による適切な自主規制が行

われるよう配慮すること。 

一 多重債務者の増加を極力抑制するため、可及的速やかに金融経済教育を学校教育の

カリキュラムなどに組み込むこと。その際、弁護士会や司法書士会に必要な協力を要請

し、学校段階から家計管理や債務管理についての啓発活動を実施すること。なお、教材

等の適切さについては、十分な注意を払うこと。 

一 上限金利引下げや総量規制等の今回の措置及び貸金業者の多額の過払い金の発生が、

経済社会に与える影響を注視し、適切に対処すること。 

一 いわゆる商工ローン業者については、主債務者が無資力にもかかわらず、保証人か

らの回収を前提とするような過剰な貸付けが行われないよう、貸金業協会による適切な

自主規制への取組に配慮すること。また、保証料等の対価を得ることのない保証人に関

しては、無償であり危険のみ負担するというその性格にかんがみれば、合理性を欠くも

のと考える余地もあることも含めて、個人保証の合理性などについても検討すること。 

一 資金需要者に対する公的支援制度等のセーフティネットの拡充・強化については、

貸し渋り等による影響を緩和し、ヤミ金融への流出を防止する観点から、地方自治体や

関係団体とも協力しつつ、特段の努力を払うこと。 

一 総量規制など、今回導入する新たな規制の実効性を確保するため、資金需要者の所

得確認、借入状況確認、本人確認等の適切な与信審査が行われるよう、指導監督を徹底

すること。 

一 市民活動を支える新たな金融システムを構築する観点から、法施行後二年六月以内

に行われる見直しに当たり、非営利で低利の貸付けを行う法人の参入と存続が可能とな

るよう、法律本則に明記することなど、必要な見直しを行うこと。 



一 今回の改正後の多重債務問題の状況も見極めつつ、全ての消費者信用の利用者の保

護を徹底するため、貸金業者以外の信販や銀行等も含めた消費者信用全体の体制の在り

方等について、検討を進めること。 

一 金融庁による検査・監督の実施に関する情報が社会及び金融資本市場に与える影響

にかんがみ、立入検査の実施時期、行政処分の内容等に関して、その情報管理を徹底す

ること。 

  右決議する。 


